
吹田市中核市移行基本計画（案）に対する市民意見と市の考え方について【意見全文】

　1　提出期間　　　　平成30年（2018年）5月15日（火）～7月3日（火）

　2　意見提出件数　　126件（69通）

　3　市民意見と市の考え方　　下表のとおり

件 通 意見全文 市の考え方

1 1

　平成7年（1995年）に地方分権推進法ができて以降、国が地方分権をより進めている状況があります。ある意
味では財源の移譲が伴わないのに権限だけを押し付けるようなイメージもあり、市議会の一部議員からは色々
と意見があがっていますが、権限や財源の移譲の仕組みは時の政府（政権）が進められる制度のことなので国
政に委ねざるを得ません。（中核市の市長会があり、しっかり国にも意見は伝えられているようですね。）
　ただ、少子高齢化、超高齢社会を迎える将来を見据えても、吹田市に体力があるうち（人口も増え、ある程度
の生産年齢人口が保たれ、財政的な見通しが持てる今のうち）に、できる限り、市民の身近なところで、権限を持
つ行政を担うことができる体制にしておくことは、吹田市にとって重要なこと（国の流れから市民を置き去りにしな
いことにつなげる、国の仕組みを市民生活のプラスにつなげる、市民の負託にこたえる）で、今、取組むべきこと
だと思います。そのために、この基本計画（案）を作られたと思いますが、例えば、（P1）「1　はじめに」の文章に、
次のような文章をいれておくと、少しですが中核市へ移行する意味付けになると思います。（2行目にでも・・・）
　「それ以降も、国では地方分権改革として、地方自治体の役割と責任の範囲が大幅に拡大されています。」
（市議会としては、国による地方分権の状況をどの様に捉えられているのでしょう？特別委員会を設けて検討さ
れていますが、大筋でどう捉えられているのかがわかりません。問題ばかりだ、と指摘の声が大きく、中核市へ
の移行は、市議会全体が、問題だ、問題があるんだ、という印象を受けます。市議会が、国に対しても円滑な移
行につながるように意見を言ってくださればいいのにと思います。
　―先行市の議会では、国の流れをしっかりと理解されているのでは？議会もしっかりと国の流れを踏まえられ
ていたのでは？制度上、決められている流れで進めているのに、ここまで市が対応できないような意見が出続け
ていたのでしょうか？）

　記載内容を補強することになるため、「1　はじめ
に」の2行目に「それ以降も、機関委任事務制度の
廃止、地方に対する規制緩和（義務付け・枠付け
の見直し）、権限移譲など、現在に至るまで、地方
分権改革として、地方自治体の役割と責任の範
囲が大幅に拡大されています。」と追加しました。

2 1
 (P25)｢(3)地方社会福祉審議会の設置｣のところで､他のページと同じように参考として､既存(現行)の審議会等を
示してもらうとわかりやすくなります｡(ここだけ｢表｣などが示されていないのは気になります｡)

　より分かりやすくするため、「(3)地方社会福祉審
議会の設置」の下に、「社会福祉審議会構成
（案）」を追加しました。

3 1
 (P28)｢(6)市立小中学校の教職員の研修｣のところですが､下部の吹き出しの表示が気になります｡｢●児童･生
徒と向き合う時間が増える｣ことと｢●本市で実施する講座数(年間)196講座→約400講座｣は矛盾しませんか｡主
に講座を行う時間帯によると思いますが､それを入れて説明できればいいと思いますが･･･｡

　現在、府で企画している研修を、中核市移行後
は市で企画・実施するもので、教職員が受講する
講座数が中核市移行により増大するものではあり
ません。ただ、研修会場が近くなるため、移動に
要する時間が短くなり、児童・生徒と向き合う時間
が増えることになります。

4 1

 (P40)｢(3)中核市移行に伴う府支出金の影響｣｢ア 補助金･負担金の影響｣と､次の｢イ 大阪版地方分権推進制度
等に基づく交付金の影響｣が示されています｡それらの影響という意味は､金額が増えるのか､減るのかがすぐに
わかりません｡P38を見ればわかりますが､P39で｢(2)中核市移行に伴う基準財政需要額等の増加｣とするなら､｢
基準財政需要額等の増加に伴い減となる影響額｣という注釈を入れるとか､P38と同じように｢△｣を金額の前に
つけておけば分かりやすくなると思います｡

　より分かりやすくするため、「(3)中核市移行に伴
う府支出金の影響」における影響額に、全て「△」
を追加しました。

5 1  (P41)｢(4)中核市移行に関する費用｣｢ア 平成29年度(2017年度)見込み｣とありますが､｢見込み｣はいりますか｡ 　「見込み」を削除しました。

6 1
 (P42)｢(5)大阪府市町村振興補助金｣｢イ 先行市の補助金額｣にある表ですが､吹田市が入っていますが､｢自治
体｣の行に他の先行市と並列におくのはおかしいので､例えば､｢吹田市(参考)｣や｢吹田市(予定)｣とするなど､表
示の仕方を変えておく方がいいと思います｡

　より分かりやすくするため、「吹田市」を「吹田市
（参考）」としました。

7 1

　(P45）「14　職員研修」
　中核市への移行に伴い、多くの監視・指導行政を市が担うことになります。それぞれの業務のスキルを持つ職
員の育成は、ある意味、吹田市の中核市移行の成否のカギを握るもの（市民サービスの向上に直につながるも
の）であり、すごく重要な課題、一番重要といっても過言ではないことだと思います。また、業務のスキルだけにと
どまらず、行政に対する不当要求や行政対象暴力に対する心構えや対応策、コンプライアンスの取組など、しっ
かりと組織において取り組むことや、迅速に対応できる体制の確認なども、繰り返し行わなければなりません。
　ここでの文章の記述内容だけでは、それが読み取れません。
　「・・・制度や内容について十分に理解しておくことは必要です。」は当然のことで、職員一人ひとりが移行に伴
い担当することとなる業務（実務）のスキルを身に着けること、職員の能力、資質を高めることに加えて、リスクに
対する意識の向上を図ることが重要な課題だと思います。そのために大阪府に職員派遣を行うことは（P34）「10
人員体制」に示されていますが、ここでもしっかりと書いておく方がいいと思います。でないと、何のための職員
研修なのか、よくわかりません。（業務の人員体制づくりも同じく非常に重要です。しっかりと検討してください。）

　記載内容を補強することになるため、「11　職員
研修」の前文を以下のとおり修正しました。
 　「中核市への移行に向けては、市民への周知
はもとより、市職員自身が制度や内容について十
分に理解し、更に、業務を遂行するうえでの心構
えや対応策などをしっかりと学んでおくことが必要
です。（略）また、平成30年度（2018年度）、平成31
年度（2019年度）と、市職員を府に派遣し、知識の
習得をはじめ、現場対応力やマネジメント力の養
成などに取り組んでいきます。」

8 1
 (P45)｢14 職員研修｣のところ､｢(1)豊中市の産業廃棄物行政の現状について｣の前の行に､｢<これまでの経過>｣
などといった表示があれば､分かりやすいと思います｡

　より分かりやすくするため、「＜これまでの経過
＞」を追加しました。

9 1
 (P47)｢15 今後のスケジュール｣のところに､｢･･･府との協議や国との手続等･･･｣とありますが､｢･･･府との協議や
国への手続等･･･｣ではないでしょうか｡

　「国との手続等」を「国への手続等」に修正しまし
た。

10 1
 (P48)｢参考資料 中核市移行に向けたこれまでの市の取組｣とありますが､参考資料であることが分かりやすい
ように､例えば､参考資料という字体を大きくすることや､以降のページには色々な内容が記載されているので､｢
市の取組｣の後に｢等｣を入れ｢市の取組等｣としておく方がいいと思います｡

　より分かりやすくするため、「参考資料」を四角で
囲みました。また、「中核市移行に向けたこれまで
の市の取組等」に修正しました。

11 1
 表中には研修の内容を記述している箇所が複数あり､【講師】に個人名をいれておられますが､少し気になりま
す｡必要でしょうか｡

　「講師」の個人名を削除しました。

(　1　)
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12 1
 (P52)平成29年(2017年)11月の最終行の記述内容は推進部会であっても､研修としたならば､他の研修の記載
内容(【内容】等)と同じ表示にしておく方がいいと思います｡

　記載内容を統一するため、平成29年（2017年）6
月の5行目の内容を以下のとおり修正しました。
【講師】豊中市環境部事業ごみ指導課長、
       　 同課産業廃棄物指導係長
【場所】全員協議会室
【内容】豊中市の産業廃棄物行政の現状につ
        　いて
　記載内容を統一するため、平成29年（2017年）
11月の最終行の内容を以下のとおり修正しまし
た。
【講師】環境省環境再生・資源循環局制度
        　企画室長
【参加者】38人
【場所】研修室
【内容】中核市の業務について～廃棄物関係
        　の業務を例に～

13 2

　吹田市に自宅があり、吹田子ども家庭センターと、一時保護を受けた自分の子どもの件で約一年超のやりとり
をしている母親です。
　子家センとの面談は、精神的なダメージを受けるばかりで、非常に辛く、腹立たしい時間です。
　母親への配慮や寄り沿いは一切無く、育児を経験したことのない担当者が、本に載っているようなノウハウを
押しつけてきます。
　本に載っている事は、今までさんざん試してうまくいかないからここに来てるんです、と、何度もお伝えしている
のに対応は変わらず、子どもの保護監督を最優先として、戻ってくる家庭、母親への配慮は一切ありません。
　戻ってくる場所の支援も、子どもの保護監督と同等に大切ではないのかと、対応の改善を求めています。
　現状の子家センでもこのような状況ですが、吹田市が一括管理して果たして、辛い想いをしながらぶつかって
しまう母子の想いを受け止めて共に解決に向かう覚悟を持ち、責任を負う事が出来るんでしょうか？
　また、現在は三島地区全体を受け持つ吹田市（に建設された建物を使用しているにすぎない）子ども家庭セン
ターですが、吹田市の一括管理となった後、受け持つ地域や規模、相談内容はどのような計画となっています
か？
　今までやりとりした担当者との時間もすべてリセットされますよね？面談内容はプライバシーの内側へ踏み込
む話題ばかりです。その関係をまた一から構築し直して最初からやり直して下さいと仰られている判断のように
しか受け取れません。
　吹田市の、子ども家庭センター一元管理に強い不安を抱いています。
　具体的な計画の提示もなく、このような無謀な計画を公表するのはどうかと思います。無謀な計画、と申し上げ
たのは、現在の子家センの取り扱っている内容が、非常にセンシティブで激務であると理解したている立場の気
持ちから、です。
　私の印象でもうしあげますと、形だけの『中核市としてこれだけやってます』のために、悩み苦しんでいる親子
の気持ちを踏みにじられる結果になりそうで、破綻する未来しか見えません。
　まずは具体的な計画と、対応地域や受け持つ業務などの説明が先ではないですか？

　子供の命を守り、健やかな成長に手を差し伸べ
ていくことは、行政にとって優先して取り組むべき
課題のひとつであると認識しています。
　まずは、中核市への円滑な移行を目指してお
り、次のステップとして、子ども家庭センター（児童
相談所）の設置について、ご意見も踏まえ、検討
してまいります。

14 3

　吹田市が計画している中核市への移行について、反対の意見を申し述べます。
　中核市移行は吹田市の行政の在り方を根本的に変えるものであり、大きな財政負担を伴うことが判明しまし
た。反対意見が仮に少数であっても、これを無視せず慎重に検討してほしい。また、議会の多数決で中核市移
行を強行するのはやめてほしいと思います。
　後藤市長は、平成28年6月28日に開催された第1回目の中核市移行に関する調査特別委員会の挨拶で、「市
民の皆様、議会の皆様のご理解を得られましたならば、移行準備に入らせていただきたい」と述べました。ところ
がその後、市民には知らせず、理解を得ないまま、強引に中核市移行を表明し、議会の承認があれば市民の承
認をいただいたことにするという姿勢で今日を迎えています。
　後藤市政に期待を寄せてきた市民からの信頼を裏切るもので残念でなりません。
　まず、市長は、これまで中核市移行について慎重に検討を重ねてきたとのことですが、その協議結果や検討結
果の内容について、移行計画からは何も知ることができません。また、中核市市長会の会合に参加していなが
ら、中核市共通の課題について何も明らかにしていません。さらに府下の先発中核市である高槻市、豊中市、枚
方市、八尾市、東大阪市での移行後の財政的影響や市民サービスの変化についても、その実情がわかりませ
ん。
　計画では、中核市が担う新たな事務を列挙して、効果的、効率的な施策を進め市民の命と豊かな暮らしを支え
る取り組みを一層推進するとしていますが、中核市にならずとも、今まで府市が協調して行政が進められてきた
のではないのですか。現行の市政運営上、中核市にならなければ市民が困る事務こそ列挙していただきたい。

　中核市への移行は、住民にとって身近な行政
サービスを、現場に近いところできめ細かく展開す
るという地方分権推進の基本理念に沿った取組
です。市民に最も身近な基礎自治体として、でき
る限りの施策を担い、サービスを向上していくこと
を目的としています。
　例えば、母子保健の業務のように、府と市がそ
れぞれに行っている業務を市に一元化することで
利便性の向上や相談体制の充実・強化を図りま
す。
　これまでの検討内容については、市のホーム
ページで資料を公開していますが、今後とも、分
かりやすい情報発信に努め、市民の皆様にご理
解いただけるよう取り組んでまいります。

15 3

　中核市への移行が、少ない財政負担増で効果的、効率的な施策を進められるのなら、あえて反対はしません
が、毎年、9億円～12億円の負担増は誰が考えても決して少ない負担増とは言えません。中核市移行制度は、
もともと大阪府の歳出を、市の事務権限の強化のため、また、市のイメージアップのために、市が肩替わりしよう
とするものです。おまけに歳出のみならず府支出金の市への交付金のカットまでも受け入れようとするもので
す。高齢化社会の到来で吹田市も今後ますます財政需要が高まる中、福祉面での市民サービスの低下は避け
られないと予想されますが、この制度を推し進める後藤市長の財政感覚が私にはまったく理解できません。市長
に対し、市税を納付する市民の納税意識をどう考えているかを問います。中核市移行に反対する理由はこの大
幅な財政負担の増加にあります。市長は臨時財政対策債（地方債）の発行を想定していますが、将来、地方交
付税で措置されるとは限らないと認めています。市が将来にわたり多額の地方債を抱えるということは、市民に
とっての大きなリスクでもあります。そこで市長は、この地方債の発行を抑制していくと言っていますが、その結
果がどういうことになるか市長は判っていながら平気なのが理解できません。発行を抑えれば結果として歳出が
歳入を越えて市民サービスの低下は火を見るより明らかです。こんな状況で市民の命と豊かな暮らしを支えるこ
とができるはずがありません。重ねて中核市移行に断固反対します。

　臨時財政対策債については、その元利償還金
相当額の全額が、後年度の普通交付税の基準財
政需要額に算入され、地方自治体の財政運営に
支障が生ずることのないよう措置されています。
　しかしながら、資産の形成に寄与しない地方債
であり、また、市の収入状況によっては、必ずしも
措置された額の交付を受けるとは限らないことか
ら、新たに移譲を受ける事務の実施に当たって
は、既存事務との整理、統合を図りながら、効果
的、効率的に実施し、その発行はできる限り抑制
してまいります。

16 4
 吹田市職員数も限られており､心身に不調を抱えお休みされている職員も複数名おられると聞いています｡そん
な中､事務量が大幅に増え､メリットが感じにくい中核市移行へは負担でしかないため､計画の取りやめを希望し
ます｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

(　2　)
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17 5

　具体的に記載すると個人が特定されるのでかけないのですが、吹田子家センの対応がひどかったです。職員
数が限られているしそんなところまでうちでは対応できません、他に相談に行ってください、というばかりで、どこ
にいけばいいのかの情報ももらえませんでした。中核市になれば、もっと幅の広いケースの対応も必要になりま
す。現状でも、知識と知恵を職員さんがもっていてくだされば対応できることも、「知らない」「できない」と切り捨て
られています。
　この状況で、規模を大きくするのは、難しいと感じます。今でも不十分なのに、無理をして中核市にしないでくだ
さい。

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

18 6

 学童が民営化される中で､新しい民間団体への引継ぎをしっかりする､と吹田市の担当者は言われましたが伝
わっていません｡
 子どもたちの安心安全のために必要な情報なので伝えて欲しいとあれだけお願いして､わかりましたと回答をも
らっていたのに､です｡
 民営化ですら対応ができない現状をみていると､中核市にすれば､市民のくらしへの対応が今以上に悪くなるこ
とが考えられます｡中核市への移行は反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。
　また、業務の引継ぎに当たっては、大阪府との
連携を密にし、慎重に準備を進めてまいります。

19 7

 中核市になると､毎年少なくとも9億の臨時財政対策債を背負うことになると聞きました｡児相がふくまれるとその
額はもっと上がります｡
 本当に吹田が担うべきことなのでしょうか?市の規模が大きくなったのでという理由だけで議論が進んでいるよう
に感じます｡

　子供の命を守り、健やかな成長に手を差し伸べ
ていくことは、行政にとって優先して取り組むべき
課題のひとつであると認識しています。
　まずは、中核市への円滑な移行を目指してお
り、次のステップとして、子ども家庭センター（児童
相談所）の設置について、ご意見も踏まえ、検討
してまいります。

20 8

 吹田市は現行のままで住民が住みやすい自治体を目ざすべきで､中核市に移行すべきではないと考えます｡全
戸に配布されたA4版4ページの｢中核市移行をめざしています｣をもとに意見を書きます｡

 中核市移行についての効果について
 1の1総合的なサービスの提供について
 現行の大阪府のままでも連携することで可能と思う｡場所も隣ですし､今も連携して業務を行なっているはず｡

　現在、府と市が連携を図りながら、それぞれの
役割に応じた取組を実施している母子保健等の
事業について、中核市移行後は、市保健所に業
務が一元化されることから、担当者間の連携が一
層促進され、きめ細かな市民サービスの提供が
可能になります。

21 8
 1-2きめ細かな地域保健～､について
 専門職の確保や人材育成は一自治体では大変と思います､大阪府なら人事異動もできるし研修も含め人材育
成を行ないやすい｡

　保健所の設置に必要な専門職については、大
学や関係機関等への積極的な情報提供を行うな
ど、広く対象者への周知を図ることにより人材確
保に努めます。
　また、移行後の一定期間についても、府職員の
派遣を依頼しています。

22 8
 1-3安心安全で～､について
 病院等への監視､指導は相当な経験とノウハウの蓄積が必要です｡相手も専門家なのでうかつに指導できな
い｡困難と思います｡

　中核市移行後は、先行市と同様に、府に対し一
定期間の府職員の派遣を依頼しています。派遣を
受けている期間の中で、府職員から指導等を受け
ながら実務経験を積むことにより、円滑な業務遂
行に必要な知識やノウハウの習得に取り組みま
す。

23 8
 1-4健康危機管理～について
 食中毒や感染症は日常的におこるものでなく市単独でのノウハウの蓄積は困難です｡対応を誤まれば被害を広
げることにもなりかねません｡

　感染症など健康危機管理事象発生時において
は、本市だけでなく府や近隣自治体との広域連携
による対応が不可欠なことから、平時より、府をは
じめとする関係機関等と情報共有を図るとともに、
市独自でも実効性のある訓練を実施するなど、有
事の際に迅速かつ適切な対応ができるよう、必要
な体制づくりを進めます。

24 8

 財源について
 不交付団体となったらただの持出しとなってしまいます｡後年度の交付税措置も結局どんぶり勘定の部分があ
るためきちんと手当されるか疑問です｡そうなると市の持ち出しが多くなり他の施策にしわよせがでると思いま
す｡

　普通交付税が不交付になるということは、交付
税の算定上、中核市移行前に実施していた事務
と移行によって移譲を受ける事務に係る経費以上
に収入があるということで、移行前の事務にしわ
寄せが出るとは考えていません。
　臨時財政対策債については、その元利償還金
相当額の全額が、後年度の普通交付税の基準財
政需要額に算入され、地方自治体の財政運営に
支障が生ずることのないよう措置されています。
　しかしながら、資産の形成に寄与しない地方債
であり、また、市の収入状況によっては、必ずしも
措置された額の交付を受けるとは限らないことか
ら、新たに移譲を受ける事務の実施に当たって
は、既存事務との整理、統合を図りながら、効果
的、効率的に実施し、その発行はできる限り抑制
してまいります。

(　3　)
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25 9

 計画案については特に意見はありませんが､計画案を策定するにあたってのプロセスや中核市移行後の取組
について､意見を示します｡
 〇市民意見を集める前から中核市移行ありきの感がぬぐえませんでした｡このような大きなテーマほどトップダ
ウンでの決定になることはやむを得ないと理解していますが､今後､もう少し小さなテーマに関しては､決定にあ
たって､早い段階で市民の意見を吸い上げ､賛否を戦わせるような手法の試行を望みます｡

市民参画の手法として、今回は、意見交換会やパ
ブリックコメントを実施いたしましたが、内容によっ
てどのような手法が適切かは、今後の課題として
検討してまいります。

26 9

 〇中核市に移行するからには､もったいない精神で､その利点を最大限生かすような知恵出しを期待します｡計
画案に挙げられているような直接的な効果だけでは費用対効果が合わないような気がします｡市民の誇りや職
員意識の向上など都市格が一段上がるといった間接的な効果を最大限発揮できるよう工夫して欲しいと思いま
す｡

　市民の誇りや職員意識の向上なども重要な効
果であると認識し、取り組んでまいります。

27 10

 メリットについて抽象的なお話が多かった｡具体的な例を挙げてほしかった｡
  施策について本省に(府を通さずに)折衝できることになるのか?大切な意味があると思います｡事例､健都の件､
国循を吹田に引き留める件などが､市の意図等を早くスムーズに行く可能性がある等､このような説明をしてほし
い｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

28 10  組織は人なりという社是の会社があります｡中核市の運用ができるよう研修･人材採用を進めてほしい｡

　研修については、府の協力を得ながら、市職員
を府に派遣するなど、しっかりと取り組んでまいり
ます。
　また、職員採用についても、大学や関係機関な
ど、広く情報を発信し、人材の確保に努めてまいり
ます。

29 11  中核市に移行後の他市での問題点をおしえてもらいたい｡
　人材の育成や中核市間の連携を今後の課題と
認識されている意見は、お聞きしたことがありま
す。

30 12

　市報すいた4月号と「吹田市は平成32年度中核市移行を目指しています」とする市民向けパンフレット。これら
の情報では、中核市移行による市民サービスの向上という効果、メリットが強調され、課題となる事務経費の増
加については、地方交付税などで措置されますとか、歳入と歳出の差引影響額は9億円で、臨時財政対策債の
発行などで対応することを想定していますとして、市民の税金を扱う市の当局者でありながら、まるで他人事の
ような感覚で、移行によるデメリットとは捉えていません。
　移行を検討している近隣の宝塚市や加古川市では、中核市移行調査検討報告書を作成し、移行のメリット、デ
メリットを並列に位置付けて移行の得失を提起しています。
　報告書では移行に伴う一般的課題として
　　1．職員の確保と業務に対する習熟
　　2．保健所、動物愛護センター、食肉衛生検査所などの施設整備、ランニングコスト
　　3．情報システム整備
　　4．財政負担
を揚げ、併せて先行中核市の財政状況の変化等についても調査検討を加えています。
　このような報告書により、移行の効果と課題が理解できて、初めて移行の是非が考えられると思います。
　吹田市はパブリックコメントや説明会の前に、調査検討の結果についての報告書を作成して広く市民に配布し
なければならなかったと思います。
　市のホームページで示された移行基本計画（案）では課題等についても説明が不足しており、移行の得失が理
解できません。
　計画の作成に際し、是非、上記のような調査検討報告書の作成を要望します。

　中核市への移行は、住民にとって身近な行政
サービスを、現場に近いところできめ細かく展開す
るという地方分権推進の基本理念に沿った取組
です。
　ご紹介いただきました報告書ついては、その内
容を参考にし、これまで本市のホームページで掲
載してきた情報を補完できるよう努めてまいりま
す。

31 12

　課題の中で最も検討すべきは、12億円の財政負担です。
　市は、地方交付税で措置するとはいっても、地方交付税を交付する国の総額に限りがあって、毎年の交付額
も、将来にわたっての交付も確実ではありません。不交付団体となれば、もちろん交付されません。臨時財政対
策債の発行は、国から借金することであり、多額の借金をしてでも、移行するのが市民にプラスになるのかとい
うことです。また、臨時財政対策債の発行を抑制しても12億円の財政負担には変わりはありません。
　抑制分を基金から繰入するとしても、数年で底を突きます。
　事務権限を強化し、市のイメージアップのため、移行を断行して結果的に市民サービスが向上するどころか低
下すればデメリットが大きすぎます。
　国の財政状況や先行の中核市、移行検討市の状況を見守り、拙速な移行は避けるべきと考えます。市民サー
ビスの向上こそ市民の願いであり市民が託した行政の責務です。

　臨時財政対策債については、その元利償還金
相当額の全額が、後年度の普通交付税の基準財
政需要額に算入され、地方自治体の財政運営に
支障が生ずることのないよう措置されています。
　しかしながら、資産の形成に寄与しない地方債
であり、また、市の収入状況によっては、必ずしも
措置された額の交付を受けるとは限らないことか
ら、新たに移譲を受ける事務の実施に当たって
は、既存事務との整理、統合を図りながら、効果
的、効率的に実施し、その発行はできる限り抑制
してまいります。
　中核市への移行は、地方分権推進の基本理念
に沿った取組であり、自治権限を強化することで、
市民の暮らしをしっかりと支える施策を着実に進
め、誰もが安心して健やかで快適に暮らし続けら
れるまちを目指すためにも、必要な取組であると
考えています。

32 13
 大阪府から引き継がれる保健所業務において､近年急増している高次脳機能障害の方たち(障害特性から､受
容や正しい病識を持ちにくくなっています｡)への相談機能や支援業務をこの機会に是非共､充実して下さい｡

　高次脳機能障がい者及び家族への支援につい
ては、その障がい特性を踏まえ、関係機関とも連
携を取りながら、よりよい支援に向けて、引き続き
相談、支援業務を進めます。

(　4　)
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33 14

　中核市移行に反対します。
　中核市移行によって府の事務権限の一部を引き継ぐが、引き継いだ事務費用は吹田市がすべて負担するとい
う馬鹿げた移行の在り方に、安易に突き進む市長以下市幹部の考えには全く同意できません。
　毎年、12億円もの財政負担をしてまでも事務権限を強化したいですか。市のイメージアップを図りたいですか。
市民の暮らしが豊かになっていきますか。
　私の意見は、拙速に移行を進めないで、市民の意見を十分聴きながら、当分は、今までどおり府市が協力して
市民のための行政を進める事が大切だと考えます。
　先行中核市名を挙げ募って、あたかも中核市が魅力的と市民に思わせようとするやり方は稚拙です。
　いうまでもなく吹田市民は大阪府民でもあって、府分の府民税を負担していますが、府が担ってきた事務を吹
田市が引き継いで事務費用も吹田市が持つとなれば、大笑いするのは府であって、府にとっては大助かりしても
不利益な面はなにもありません。
　少なくとも府がおこなってきた行政事務を吹田市が肩替わりするとなれば、相応の負担金を吹田市がもらい受
けるのが理の当然というものではないでしょうか。
　わたしの考えは間違っていますか。
　ご承知のとおり地方交付税は税制的に将来あてにはなりません。
　中核市になったばかりに未来永劫、借金を累積するつもりですか。または市民サービスを低下させ続けます
か。
　「市民の命と豊かな暮らしを支えるため」という宣伝文句は市民を欺くものです。
　どうか、市長は部下の意見に耳を傾けてください。また、議会の少数意見を尊重してください。
　中核市移行は吹田市にとって、市民にとって将来への大きな岐路です。

  中核市への移行は、住民にとって身近な行政
サービスを、現場に近いところできめ細かく展開す
るという地方分権推進の基本理念に沿った取組
です。市民に最も身近な基礎自治体として、でき
る限りの施策を担い、サービスを向上していくこと
を目的としています。
　中核市移行に伴う費用は、普通交付税で措置さ
れることになっており、市が中核市に移行すると、
府に入る普通交付税は減少することになります。
　臨時財政対策債については、その元利償還金
相当額の全額が、後年度の普通交付税の基準財
政需要額に算入され、地方自治体の財政運営に
支障が生ずることのないよう措置されています。
　しかしながら、資産の形成に寄与しない地方債
であり、また、市の収入状況によっては、必ずしも
措置された額の交付を受けるとは限らないことか
ら、新たに移譲を受ける事務の実施に当たって
は、既存事務との整理、統合を図りながら、効果
的、効率的に実施し、その発行はできる限り抑制
してまいります。

34 15

　私は、今年6月の市報とリーフレットで中核市移行計画のあることを初めて知り、6月11日（月）千里市民セン
ターでの意見交換会に参加しましたが、次のような疑問が解消されませんでした。この移行計画を前に進めるの
でしたら、私たち市民が本計画への賛否判断できるように、「丁寧な説明」を行ってください。
　1）中核市移行により現状の非効率化や不足点が改善されるとの、バラ色の説明を受けました。現状でも大阪
府などと相談・協議してそれらの一部または全部は改善できるのではないでしょうか？これまでにどのような努
力をされて、その結果として中核市移行しかないと判断されたのか、その事情を説明していただきたい。これをご
説明いただけなければ、移行がどの程度に必要なのかを判断できません。

  中核市への移行は、住民にとって身近な行政
サービスを、現場に近いところできめ細かく展開す
るという地方分権推進の基本理念に沿った取組
です。市民に最も身近な基礎自治体として、でき
る限りの施策を担い、サービスを向上していくこと
を目的としています。
　例えば、母子保健の業務のように、府と市がそ
れぞれ行っている業務を市に一元化することで、
利便性の向上や相談体制の充実・強化を図りま
す。

35 15
 リーフレットや意見交換会配布資料を見ても聞いても､｢移行による歳出増加は11.6億円｣と｢市民の税金や公共
料金が上がることはありません｡｣との間のからくりが理解できません｡これでは本計画への賛否が全く判断でき
ません｡

　中核市移行により、約11.6億円の歳出増加を見
込んでいますが、これに対しては、国からの普通
交付税や臨時財政対策債の発行等で対応するこ
とを想定しています。また、臨時財政対策債につ
いては、その元利償還金相当額の全額が、後年
度の普通交付税の基準財政需要額に算入され、
地方自治体の財政運営に支障が生ずることのな
いよう措置されています。

36 16
 中核市に移行することによって､市民としてメリットが実感できるように思えない｡もっと具体的にどんなメリットが
あるのか､具体的にどんなことをしたいのか示してほしい｡
 政治家のええかっこしいにしか見えない｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

37 16
 ランニングコストを借金で賄おうとしている｡その借金は､国が補てんしてくれると思う,とのことだが､本当に補填
してくれるのか｡補填してくれなかった場合､どうするのか｡
 そのリスクを冒すほどのメリットがあるのか｡

　臨時財政対策債については、その元利償還金
相当額の全額が、後年度の普通交付税の基準財
政需要額に算入され、地方自治体の財政運営に
支障が生ずることのないよう措置されています。
　しかしながら、資産の形成に寄与しない地方債
であり、また、市の収入状況によっては、必ずしも
措置された額の交付を受けるとは限らないことか
ら、新たに移譲を受ける事務の実施に当たって
は、既存事務との整理、統合を図りながら、効果
的、効率的に実施し、その発行はできる限り抑制
してまいります。
　中核市への移行は、地方分権推進の基本理念
に沿った取組であり、自治権限を強化することで、
市民の暮らしをしっかりと支える施策を着実に進
め、誰もが安心して健やかで快適に暮らし続けら
れるまちを目指すためにも、必要な取組であると
考えています。

38 16
 ホームページで､クイズとかやっているが､慎重に検討してもらっているように思えない｡将来を憂う市民に対し
て､誠実とは思えない｡

　ホームページやリーフレットに掲載しているクロ
スワードは、市民の皆さんに少しでも中核市につ
いて関心をもってもらおうと考え掲載しているもの
です。

39 17
 中核市になって､保健所が市独自のものになることに関心をもっている
 健都市としての医療に対する関心が高まる中で､障害者医療､高齢者医療に対する吹田市としての計画を作っ
てほしい｡

　医療行政につきましては、二次医療圏（豊能地
域）が基本的な単位となり、大阪府医療計画にお
いて、医療提供体制に関する政策の方向性が示
されています。市内における医療提供体制につき
ましても、同計画に基づき、市保健所が主体的に
整備を進めます。

40 17  医療的ケアの必要な障害者の施設とショートステイの必要性
　いただいたご要望につきましては、担当所管に
伝えてまいります。

41 17
 高齢者の特養の待機者をなくすこと
 吹田市独自の検討を

　いただいたご要望につきましては、担当所管に
伝えてまいります。
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42 18

　このたびは、市報6月号と同時に「中核市移行をめざしています」と題されたパンフレットの配布を受け、当市に
このような計画があることを初めて知りました。
　内容をざっと拝見して、この計画の内容を理解する前に、先ずは当惑しております。
　6/11の意見効果会は既に終わり、次の機会は6/24のみ？当日は都合悪く参加できません。
　更に驚いたのは、パブリックコメントの締め切りが6/26とのこと。
　これは尋常とは思えません。
　市民としてこの計画について、理解し、検討に参画し、意見を述べる等の機会は与えられないのでしょうか。
　突然、唐突にパブリックコメントを求められても、一方的すぎませんか。
　余りにも早計ではないですが。
　実質的メリットと歳出増加（9～11億円）が見合っているものかどうかも、評価のしようがありません。
　また、「中核市移行により市民の税金や公共料金が上がることはありません」とありますが、地方債ということ
は実質借金です。将来的には税金、公共料金が上がることへつながる可能性も大いにあり得ると思いますが。
　直感的には、もっと優先されるべき他の課題があるのではないか、災害対策など。
　何故、今、突然かような計画が浮上した来たのか？？
　市民が理解でき、納得できるプロセスを経て計画を進めてください。

　中核市移行を目指していることや、検討してきた
内容については、市のホームページや市報にお
いて、これまで発信させていただいております。
　また、市民意見の募集に際しては、ご意見を提
出できるだけの期間が必要であることを考え、50
日間の提出期間としたところです。
　市民の皆様への情報発信や周知・説明につきま
しては、今後も引き続き必要であると考えておりま
すので、出前講座など、様々な機会を捉えて、丁
寧な説明に努めてまいります。
　また、中核市移行により、約11.6億円の歳出増
加を見込んでいますが、これに対しては、国から
の普通交付税や臨時財政対策債の発行等で対
応することを想定しています。臨時財政対策債に
ついては、その元利償還金相当額の全額が、後
年度の普通交付税の基準財政需要額に算入さ
れ、地方自治体の財政運営に支障が生ずること
のないよう措置されています。
　中核市への移行は、地方分権推進の基本理念
に沿った取組であり、自治権限を強化することで、
市民の暮らしをしっかりと支える施策を着実に進
め、誰もが安心して健やかで快適に暮らし続けら
れるまちを目指すためにも、必要な取組であると
考えています。

43 19

 以下の具申は､できる限り幅広く､具体的な情報を盛り込んだ｢基本計画｣とすることを通じ､幅広い市民からの共
感を得ることを目的とする｡

 ｢中核市災害相互応援協定の締結｣に基づく｢災害発生時の応急･復旧対策の充実｣について
 ･6/18の地震発生に鑑み､行政側の災害時の対策について､市民の関心は益々高まっている｡
 ･中核市同士の全国横断的な相互応援を通じた｢応急･復旧対策の充実｣､｢他の被災地域への吹田市の支援に
よる貢献｣といった｢中核市災害相互応援協定｣の内容と効果を､明記すべき｡

　記載内容を補強することになるため、「(4)中核市
市長会」の3段落目に「また、中核市相互の協力
による取組として、災害により被害を受けた都市
が独自では十分な応急措置が実施できない場合
に、被害を受けていない都市が相互に応援協力
することを目的に、中核市災害相互応援協定を締
結することになります。」と追加しました。

44 19

　「児童相談所の設置の検討（基本計画7ページ）」に関する記載について
　・先行市（金沢市や横須賀市）における運営には、年間約12.5億円の経費支出、国庫支出金等での約4億円の
歳入（※1）が発生し、多額の歳出超過「臨時財政対策債の発行」が見込まれる。
　・加えて、専門家の継続的な確保や運営、ノウハウの蓄積、何よりも「子供の命の安全」という重大な案件であ
ることを踏まえると、設置には十分かつ慎重な議論が必要。
　・上記を踏まえ、基本計画7ページの記載について、「中核市移行後は、児童相談所の設置に向けた十分かつ
慎重な議論など、更なる権限の移譲を検討します。」と慎重な記載にすべき。
　・財政面でも「臨時財政対策債の更なる発行」の可能性に鑑み、市民への丁寧な説明の観点から、基本計画
38ページにおいて、「中核市移行後の更なる権限移譲に伴い、同債発行の更なる増加の可能性」について、一
言記載すべき。
　（※1：八王子市「児童相談所設置・運営に関する他の中核市との比較検討資料」参照）

　本市では、まずは、中核市への円滑な移行を目
指しており、次のステップとして、子ども家庭セン
ター（児童相談所）の設置について、検討していく
ことを予定しています。
　計画（案）において記載内容を変更するものでは
ございませんが、今後、先行市の実情や具体的な
課題等の調査・研究を進め、十分かつ慎重に検
討してまいります。

45 19

 事業費(基本計画38ページ)について
 ･事業費648百万円の根拠を示していただきたい｡
 ･行政分野毎(民生･保健衛生･環境･都市計画建設･文教)に数字を記載すべき｡大阪府や先行市からの数字な
ど､概算で結構です｡

　事業費については、平成28年度（2016年度）に
おける府の積算額です。
　記載内容を補強することになるため、計画（案）
の中で、事業費の分野ごとの内訳を、お示しさせ
ていただきました。

46 19
 保健所設置について
 ･今回の中核市移行のコアであり､ランニングコスト(府からの譲受に係る費用･保健所の整備費など)､及びイニ
シャルコストについて､示していただきたい｡

　保健所のランニングコストにつきましては、平成
28年度（2016年度）における府の積算によります
と、222,352千円となっており、計画（案）の中で、
事業費の分野ごとの内訳を、お示しさせていただ
きました。
　なお、イニシャルコストにつきましては、計画
（案）の42ページに、先行市の中核市移行に係る
初期費用をお示ししています。

47 20

 ･｢中核市｣についての市民の理解が不十分で周囲の人も､｢わからない｣という声を多く耳にする｡
 ･中核市への移行ありきで､市が､予算も含めてすすめていることが納得できません｡何をめざしているのか､わ
からない｡
 基本計画(案)をみても､
 ･市が負担する費用が多額である｡
 ･職員の担う事務量･負担･人員が不明瞭｡
 ･現行のままでも改善(人や経費を増やすことなど)すればサービスUPになる｡
 以上のことから拙速に中核市移行には反対です｡

　中核市への移行は、地方分権推進の基本理念
に沿った取組であり、自治権限を強化することで、
市民の暮らしをしっかりと支える施策を着実に進
め、誰もが安心して健やかで快適に暮らし続けら
れるまちを目指しています。
　中核市移行により、約11.6億円の歳出増加を見
込んでいますが、これに対しては、国からの普通
交付税や臨時財政対策債の発行等で対応するこ
とを想定しています。臨時財政対策債は、その元
利償還金相当額の全額が後年度の普通交付税
の基準財政需要額に算入されます。
　また、中核市移行による人員体制については、
先行市の中核市移行時の人数として、計画（案）
36ページに記載しています。
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　市報すいた6月号で概要を知りましたが、中核市移行は全く無駄で、必要ないことかと思います。
　新たに、2,500もの事務を担うにあたり、結局は1多額の市民の税金を使うことになる2市役所の職員の残業代
が増える3大したサービスの向上は望めない、ことになりませんか。
　概要版に移行の効果とありますが、身体障がい者手帳の交付や福祉資金の貸付が1か月程度早まることが効
果といえるのでしょうか。民生委員の定数決定を効果として挙げているのは逆にその程度の効果しかないことを
物語っていませんか。教職員の研修の移動時間の短縮などほんとにどうでもよい内容です。移動時間に勉強さ
れればよいでしょう。また、研修の内容が重要なことであり、講座が増えるから必ずしも良いとはいえません。そ
もそも教師になる人間の質が重要だと感じます。産業廃棄物に関しては市がすることで手が回らなくなり、悪質
な業者が増えることを心配しています。
　予定スケジュールも記載されていますが、これだけの期間をかけて、人とお金を使って、紙も大量に使って、一
体何を目指されているのかわかりません。
　豊中市や高槻市、枚方市に実情を聞いておられますか。聞かれる予定なら是非、市長や幹部職員ではなく、
各事務を担当している職員や、市民の意見を聞いていただきたいものです。
　すいたんの吹き出しで市民の負担がないようなことが書かれていますが、まるで人をまるめこもうとしているよ
うな気がしてなりません。借金で移行して、返済には税金を充てるということではないのですか。
　広域でした方がよいことをわざわざ市に持ってきて、大阪府の事務量を減らそうということなのでしょうか。
　中核市移行に必要な労力とお金をぜひともほかに使っていただきたい。
　再考してくださる様、切に願います。

　中核市移行により、約11.6億円の歳出増加を見
込んでいますが、これに対しては、国からの普通
交付税や臨時財政対策債の発行等で対応するこ
とを想定しています。臨時財政対策債について
は、その元利償還金相当額の全額が、後年度の
普通交付税の基準財政需要額に算入され、地方
自治体の財政運営に支障が生ずることのないよう
措置されています。
　中核市移行後は、必要な人員体制を整備し、円
滑な移行を進めてまいります。
　中核市移行は、住民にとって身近な行政サービ
スを、現場に近いところできめ細かく展開するとい
う地方分権推進の基本理念に沿った取組です。
住民に最も身近な基礎自治体である本市が、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効率的・効果的に行政サービ
スをきめ細かに提供していきます。
　なお、近隣中核市には、視察に行くなどし、様々
な情報をいただいています。

49 22

　「はじめに～基本計画策定の趣旨」（基本計画1ページ）の記載について
　・中盤部分で、本市の中核市移行に係る検討経過が示されているが、肝心要である中核市移行の本格的な検
討に入ることを決断した理由について、記載されていない。市民に対し、決断に至った理由に関する記載が必要
と考える。以下、記載案を提案する。

　・記載（案）
　「・・・・・・・・これまでの間、中核市移行について、慎重に検討を重ねてきました。
そのような中で、住民に最も身近な基礎自治体として、
・主体的で機動的な行政サービスを幅広く展開することが、市民生活の安全と向上に資するものであること
・府から多くの事務権限の移譲を受けることで、「地域課題を自己解決する行政運営」を目指すこと
を踏まえ、中核市移行に向けた本格的な検討に入ることとしました。
　平成29年（2017年）5月には・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・」

　本市が中核市を目指す理由や背景について
は、計画（案）の「4 中核市移行により目指す姿」
においてお示ししており、計画（案）どおりの記載
内容とさせていただきます。

50 23

 ｢吹田市中核市移行基本計画(案)｣全体について
 ｢吹田市中核市移行基本計画(案)｣全体を通して､2020年4月に中核市に移行する必要性も緊急性も感じられな
い｡効果についても､メリットのみを列挙し､デメリットには触れていない｡全体として､中核市移行ありきの前提で無
理やり策定された基本計画(案)と思われる｡従って､基本計画(案)に沿って移行することは賛成できない｡2020年
4月実施を白紙撤回し､拙速を避け多くの市民の参加の下に慎重に検討することを求める｡

　本市の人口は、現在は増加傾向にありますが、
少子高齢化が着実に進んでおり、いずれは人口
減少に転じることが予測されています。また、7年
先には、6.6人に一人が、75歳以上という社会を迎
えようとしています。
　このような状況の中、中核市移行により、自治体
の規模や特性に応じた役割を担い、自治権限を
強化することで、市民の暮らしをしっかり支える施
策を着実に進めていく必要があると考えていま
す。

51 23
 ｢1 はじめに~基本計画策定の趣旨~｣について
 (1)単にこれまで市が検討してきた内容をまとめて記載しているだけで､何故､中核市に移行しなければならない
のか､その理由･必要性については言及していない｡

　本市が中核市を目指す理由や背景について
は、計画（案）の「4 中核市移行により目指す姿」
においてお示ししています。

52 23
 現在､中核市でないために実行できない政策･事業はなにか､そのためどの様な支障が市政に生じているのか､
について言及がない｡

　計画（案）の「5 中核市移行による主な事務の概
要とその効果」において、中核市になることによっ
て可能となる主な事務や、移行前と移行後の状況
等についてお示ししています。

53 23
 ｢4 中核市移行により目指す姿｣について
 少子高齢化や人口減少に対応する必要性はあるが､中核市に移行すれば解決できるわけではない｡

　中核市移行で全てを解決できるものではありま
せんが、自治権限を強化することは、課題解決に
寄与するものと考えています。

54 23
 ｢基本的な方向性｣として挙げている3項目は､現状でも目指すべき方向性であり､中核市に移行しなければでき
ないことではない｡中核市移行と直接関係のない市政一般の方向性をあたかも中核市移行政策の正当性を示
すものとするのは不適切でありまやかしである｡

　中核市に移行し、自治権限を強化することは、
本市が目指す姿を実現するための取組を加速さ
せるものと考えています。

55 23

 ｢5 中核市移行による主な事務の概要とその効果｣について
 ｢Ⅰ 地域の保健衛生の推進｣について
 現在､大阪府の保健所の内､吹田保健所は吹田市だけが所管区域になっている｡すでに吹田保健所と吹田市は
連携して保険衛生行政を行っているはずである｡もし､連携が悪く支障が生じているのであれば､早急に協議し解
決すべきである｡また､市に移管後も同じ施設を使用することになっていて利用者にとって利便性の面でも何もか
わらない｡

　本市における保健衛生行政については、現在
も、吹田保健所と市が連携を図りながら各種事業
を実施していますが、中核市移行により市保健所
に業務が一元化されることで、より緊密な連携が
図られ、市民サービスの一層の充実につながるも
のと考えています。
　市保健所の設置においては、すでに市民が認
知されている現在の施設を利用することで、中核
市移行による混乱を避けることにつながると考え
ています。

56 23

 府の職員と同レベル以上能力を持つ市の職員を確保できるか不確定であり､施行能力が低下する恐れがある｡
担当職員もそれが課題であることを認めている｡権限や施設が移管されても肝心の施行能力がなければ逆効果
である｡
 現に､全国特例市市長会の｢中核市移行に向けた保健所設置への支援を求める要望書｣(2014年)にも､｢保健所
設置に際し必要となる専門職について､全国的にその確保が困難な状況である｡とりわけ公衆衛生を担当する
医師の不足は顕著であり大きな問題となっている｡｣ことを最大の課題と指摘している｡

　保健所の設置に必要な専門職については、大
学や関係機関等へ積極的に情報提供を行うな
ど、広く対象者への周知を図ることにより人材確
保に努めます。
　また、人材育成においては、中核市移行後も一
定期間は府職員の派遣を依頼するとともに、府や
府内中核市との人事交流について検討を行うな
ど、人材育成のための取組を進めます。

(　7　)
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 (3)｢Ⅱ 行政サービスの効率化･迅速化｣について
 身体障がい者手帳の交付に要する期間短縮(3カ月が2カ月)とあるが､対象は交付件数1260件中57件(4.5%)の
み｡それよりも､2月議会で市が表明した｢重度障がい者通所型障がい福祉サービス事業補助金の削減｣を撤回
し､吹田市独自の手厚い支援を充実させることこそ市民や当事者が求めている方向と考える｡

　本市の人口は、現在は増加傾向にありますが、
少子高齢化が着実に進んでおり、いずれは人口
減少に転じることが予測されています。また、7年
先には、6.6人に一人が、75歳以上という社会を迎
えようとしています。
　このような状況の中、中核市移行により、自治体
の規模や特性に応じた役割を担い、自治権限を
強化することで、市民の暮らしをしっかり支える施
策を着実に進めていく必要があると考えていま
す。

58 23

 ｢Ⅲ 特色あるまちづくりの推進｣について
 市立小中学校の教職員の研修が府の研修所に行くより市内でやれば時間短縮になることを効果としているが､
実際に受講する教職員の意見では､府の研修は充実しているし､他市の教職員と交流することで得られる効果
の方が大きいと言っている｡当事者の意見を聴取してこの案を策定しているのか疑問である｡むしろ､研修内容･
レベルが低下する恐れがある｡

　学校からのニーズを汲み取り、本市の実態に応
じた市独自のきめ細かな研修や地域の特性を生
かした研修を実施していくことで、教職員の資質
の向上や確かな学力・地域に愛着と誇りを持つ子
どもの育成につながると考えています。

59 23
 ｢7 保健所移管に伴う検査業務｣について
 ｢検査業務は現在と同様に公的な検査機関等への委託を中心として実施体制｣となっていて少しもよくならない｡

　検査業務については、例えば、食中毒などの場
合、検査結果に基づき営業停止等の行政処分を
行うことがあり、検査の正確性は非常に重要とな
ります。
　また、市独自で検査を実施する場合は、必要な
検査機器の購入や更新に係る費用、及び検査を
行う職員の人件費等の財政負担に加え、検査技
術を習得するための人材育成に時間を要すること
などから、計画（案）には、現在の吹田保健所と同
様に公的な検査機関等への委託を中心とした実
施体制とする方向で検討を進めることを記載して
いるものです。

60 23

 ｢8 外部監査制度｣について
 ｢本市では､いずれも導入していませんが､中核市移行に伴う包括外部監査の導入にあわせ､個別外部監査も導
入する方向で調整します｡｣とあるが､包括外部監査も個別外部監査制度も､全ての地方公共団体が条例で定め
ることで導入が可能であり､中核市移行の理由にならない｡導入が必要であれば､今すぐに取りかかるべきであ
り､それを行っていないのは行政の怠慢と言われても仕方がない｡

　外部監査制度の導入については、中核市移行
の理由として記載しているものではなく、中核市移
行により実施していくことを記載しているもので
す。

61 23

 ｢12 中核市移行に伴う財政的影響額の見込み等｣について
 約9億円を毎年借金(臨時財政対策債)することを想定し､元利償還金相当額が後年度の普通交付税で措置され
るとあるが､臨時財政対策債発行可能額(927,427千円)に対する基準財政需要額が全額普通交付税で交付され
たとしても､2037年度末の累積負債総額は108億円となり(中核市移行に関する調査特別委員会の資料36)､累積
負債総額がゼロになるためには122年(10712471÷87417=122.5)かかることになり､財政的影響は極めて大きい｡

　臨時財政対策債については、元利償還金相当
額の全額が、後年度の基準財政需要額に算入さ
れ、地方自治体の財政運営に支障が生ずること
のないよう措置されています。

62 23
 吹田市の財政が健全化し､不交付団体になれば普通交付税は交付されない｡実際に､1982年度から2009年度
まで吹田市は不交付団体であった｡今後も吹田市は財政健全化に取り組むことになっているが､財政健全化す
ればするほど累積負債を普通交付税で減らすことは出来なくなる｡

　普通交付税が不交付になるということは、交付
税の算定上、中核市移行前に実施していた事務
と移行によって移譲を受ける事務に係る経費や、
臨時財政対策債の元利償還金相当額以上に収
入があるということになります。

63 23

 臨時財政対策債制度は､当初､2001年度から2003年度までの3か年の臨時的措置として導入された地方債で
あったが､国において地方交付税の原資不足が解消されないことから､現在に至るまでその措置は延長されてい
る｡従って､今後いつ廃止されるか分からない制度であり､そのような不安定な制度に依存した政策は極めて危
険である｡

　地方の財源不足に対しては、臨時財政対策債
ではなく、普通交付税で対応するよう国に対し求
めていきたいと考えています。

64 23

　計画策定のプロセス・手続きについて
　中核市移行ありきで市民不在になっている
　中核市移行を前に、市民意識調査を実施する自治体が多くあるが、吹田市では同様の調査を実施していな
い。2008年4月の久留米市の中核市移行に合わせ、1年後に市民を対象に行ったアンケート調査によれば、中核
市となり実感した事柄については、特になし：78.9％。きめ細やかな行政サービス：6.5％。市の活性化：5.5％。中
核市になって久留米市は変化したかについては、変わった：9.3％、変わらない：56.8％、わからない：33.8％とい
う結果である。先行市の調査結果から、中核市移行の効果がほぼ無いことが伺える。

市民参画の手法として、今回は、意見交換会やパ
ブリックコメントを実施いたしましたが、内容によっ
てどのような手法が適切かは、今後の課題として
検討してまいります。

65 23
 まだ施策の基本的な方向性を定める計画が存在していない段階で､中核市移行に関する平成30年度予算(約
3000万)を上程したことは不適正｡

　施策を決定するに当たっては、調査や市民周知
が必要となり、そのための予算を組むことになりま
す。
　大阪府への市職員の派遣は、中核市移行が決
定した際に円滑に移行できるよう、研修に時間を
要する業務について、派遣を行っているもので
す。
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　「吹田市民の意見の提出に関する条例（パブリックコメント条例）では、パブリックコメント手続を要する政策等と
して、第2条第3号イにより、各行政分野において施策の基本的な方向性を定める計画を対象としています。当室
としては、本件苦情の申出を受けた平成30年3月の時点において、パブリックコメント手続を要する「計画」はまだ
存在しなかったものと認識しており、担当室がパブリックコメントを実施しなかったことは同条例違反にはならな
いと考えます。」〔パブリックコメント所管室（市民自治推進室）の見解〕（2018年6月8日）
　このため、2月議会において、下記の通り平成30年度吹田市一般会計予算に対する付帯決議（今年3月26日付
け）が賛成多数で可決されている。
　「提示された当初の中核市移行に関するスケジュール案では、平成28年度（2016年度）中に実施するとしてい
た中核市移行による効果や影響等についての情報発信がいまだにほとんど行われておらず、移行表明の前提
であった、市民における機運の高まりは全く見られない。 また、中核市移行後のまちづくりの在り方を示す中核
市移行計画 についても素案すら示されず、市民意見を募集するに至っていない。 以上のことから、中核市移行
の是非について議会として判断できる状況とは言えず、そのような中で中核市移行後に必要とされる職員採用
の手続を進めることは拙速である。よって、本市議会は下記の事項を決議する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　中核市移行計画（案）を作成し市民意見を募集するとともに、市民への説明会を速やかに実施してから、職員
採用に関する手続を進めること。」
　市民意見の募集について
　市報6月号（6月1日発行）に概要が挟み込まれただけで、説明会は6月11日と6月24日に設定されたにも関わら
ず、意見提出期間を無理やり5月15日～6月26日（地震の関係で7月3日に延長）と定め、実施したのは、市民が
中核市移行計画（案）をしっかり理解して意見を提出することが事実上不可能な募集方法であり、「吹田市民の
意見の提出に関する条例」の趣旨（下記）に反する手続きと考えます。
　「（目的） 第1条 この条例は、市が重要な政策等を定めるに当たり、あらかじめ当該政策等の案に対する市民
の意見の提出を求めることにより、市民の市政への参画の機会を保障するとともに、行政運営における公正の
確保と透明性の向上を図り、もって市民自治の確立に資することを目的とする。」（吹田市民の意見の提出に関
する条例）

　
　計画（案）に係るパブリックコメントについては、
計画（案）の策定後、吹田市民の意見の提出に関
する条例に基づき、適正に実施しており、意見の
提出期間も条例上は、30日以上と定めているとこ
ろ、今回は、50日間を確保しています。

67 24

 中核市移行計画案等を読みましたが､財政面の負担等が詳しく記載されておらず､また､現行制度を活用しきる
努力もされていない｡(なぜ､大阪府から財政面の支援や人的支援がもらえないのか説明も書いてないし､わから
ない)
 市民にメリットが感じられない中核市移行は反対です｡

　府からの財政面の支援については、計画（案）
の42ページに記載しているように、中核市移行に
向けた取組を行っている自治体に対し、移行2年
前から移行後2年の4年間、大阪府市町村振興補
助金が交付されます。
　また、人的支援については、移行後は、府内の
先行中核市と同様、府からの職員派遣を求めて
います。
　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。そのため
に、中核市への移行が必要であると考えていま
す。

68 25
 吹田市のホームページや市報すいたに入っていたパンフレット等を観ましたが､市民にメリットが感じられませ
ん｡このまま中核市移行計画(案)に沿って､中核市移行を進められることは反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

69 26

　12ページ　「イ　きめ細かな地域保健、健康づくり施策の推進」の項の例示に「アルコール対策」を加えて頂きた
い。
　国、地方公共団体、医療及び国民の各層をあげてアルコール健康障害に取り組むことを目指し、平成25年12
月に衆参両院で全会派一致の「アルコール健康障害対策基本法」が制定され、同28年5月には　国の「アルコー
ル健康障害対策推進基本計画」が策定、さらに昨年9月には「大阪府アルコール健康障がい対策推進計画」が
策定され、本年度から同計画に基づく施策が始動したところである。
　大阪府の当該計画では、例示すれば家族のアルコール問題に悩みながらどこに相談すればよいか分からな
いまま、解決に糸口にたどりつくまで長年を要するといった実態を踏まえて治療機関、相談機関の情報整備と資
料提供を行うなど、大阪府の段階では実施に着手している。吹田市にあっては大阪府吹田保健所が地域の拠
点として明確に位置づけられ、今以上の機能強化が求められる状況になっている。
　一方アルコール問題への吹田市としての取組みは「健康すいた21（第2次）」にあるとおり、「アルコールの害を
理解し、適量飲酒を心がける」を目標とし、多量飲酒者や妊婦の飲酒率を減らすという数値目標の管理に留まっ
ており、「地域・団体等の取組」アルコール問題への個別の対応が列挙されているが、吹田市が具体的に実施
主体となったものではないようである。
　中核市移行に伴い本格的、体系的に動き始めたアルコール関連問題への施策対応が、大阪府保健所レベル
のまま吹田市保健所へ移行すること、かつ、住民との距離がより近い吹田市が　対応することにより、国、大阪
府レベルではなかなか進みにくい学校教育（飲酒開始年齢が中学生まで下がっていること、アルコール問題家
庭の児童救済の意味から小学生及び小学校教諭への教育）等の地域で取組みが活性化することを期待する。

　「イ　きめ細かな地域保健、健康づくり施策の推
進」における食育推進及びたばこ対策について
は、わかり易い代表的な事例として示したもので
す。アルコール対策についての記載はありません
が、その重要性は十分認識しており、必要な取組
を進めます。
　現在、府保健所と市と関係団体との連携によ
り、アルコール依存症に関する相談業務や啓発
活動などに取り組んでおり、中核市移行後もこれ
らの活動については継続して実施します。
　なお、小・中学校では、すでに保健の授業にお
いて、アルコールの害についての教育を実施して
います。

70 27

 ｢地域の保健衛生の推進｣
 健都のコンセプトをもっとつきつめるべきと思います｡
 大病院が二つあるとか 国立健康栄養研究所が移転してくるとかいうより未病や健康相談保健指導のワンストッ
プサービスの拠点として(相談費は徴収)

　現在、北大阪健康医療都市（健都）では、健康
医療のまちづくりを進めていますが、国立循環器
病研究センター等の移転に加え、市が保健所機
能を有することで、医学的知見を活用した予防医
療や健康づくりに取り組むことができるようになり
ます。
　中核市移行後は、市保健所が市民にとって身近
な健康相談の窓口となり、健都におけるこれらの
取組を活かした専門的できめ細かな市民サービ
スを提供します。

71 27
 ｢中核都市に伴う地方債｣
 マイナス金利の状況で金利なしでの発行でしょうか

　借入時点での資金調達（借入）先や流通市場の
状況によることになります。

72 27

 ｢特色あるまちづくりの推進｣
 ｢屋外広告物｣は政府行政批判文書の撤去ですか
 全体主義的です
 景観の強制も高齢者には負担です
 全体主義的です

　中核市移行により、本市独自の条例を制定し、
屋外広告物のきめ細かな規制や指導を行い、地
域特性を生かした調和のとれた景観まちづくりを
進めます。
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　『中核市移行による効果』
　「地方分権推進」の基本理念に沿って自治権限（事務権限）が「強化」される「中核都市」は5～6年までは政令
指定都市には届かない市にとってはとても望ましい制度として期待していました
　しかし特に2015年以来　日本の法・政の状況は大きく変貌しました　多大の費用を注ぎ込む意義があるかわか
らなくなりました
　現政権は改憲によって今までとは全く段階の異なる異論を封じてとにかく決められる決めやすい政治を望んで
中央集権化を目標としていて　周辺諸国の危機を強調して　緊急事態条項を設け基本的人権の停止制限を実
行しようと考えています　某国に対して猛「圧力」をとなえていますがかの国は平和志向を前面に打ち出してきて
いて「反平和的で圧力圧力といい続けている」と反対に批判するようになりました　現実的に第三次大戦は不可
能であり「対等の兵力」を確保したあとで「対等の平和交渉」を予定していたらしい某国はなかなか「戦略的」でし
たようでアメリカからも距離をおかれつつあり根本的に「外交」を見直すところにきています
　改憲を9条2項加憲に絞って「緊急事態」を「期待」して「集団的自衛権」を行使したいと考えるならば再び国連脱
退の方向にいきます
　証拠より記憶といい　エビデンスは無視　司法立憲の軽視人権の弱体化
この方向で地方分権に意味がありますか

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となるもので、大きな
意味があるものと考えております。

74 29
 中核市移行の意見交換会で､市の職員の説明と市長の説明は異なりました｡
 職員の説明の方がまともでした｡中核市移行は､反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

75 30
 パブリックコメントの前に､中核市移行を決定し､中核市のためにすでに数千万円を使っているなど､市のするこ
とではありません｡無茶苦茶です｡市民を馬鹿にしすぎです｡意見交換会での市長の態度･発言と同じです｡反対
です｡

　施策を決定するに当たっては、調査や市民周知
が必要となり、そのための予算を組むことになりま
す。
　大阪府への市職員の派遣は、中核市移行が決
定した際に円滑に移行できるよう、研修に時間を
要する業務について、派遣を行っているもので
す。

76 31
 中核市になることは反対です｡意見交換会で､市長は､デメリットはないと発言しました｡
 それなら､中核市にならない市はないでしょう｡市民を馬鹿にしています｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

77 32 　絶対反対！

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

78 33  中核市になるのはデメリットしかありません｡当然､反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

79 34
 意見交換会で市長は事実でない発言をしていました｡
 市長の選挙目当ての政策は反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

80 35  絶対反対!借金が増えるだけ!

　中核市移行により、約11.6億円の歳出増加を見
込んでいますが、これに対しては、国からの普通
交付税や臨時財政対策債の発行等で対応するこ
とを想定しています。また、臨時財政対策債につ
いては、その元利償還金相当額の全額が、後年
度の普通交付税の基準財政需要額に算入され、
地方自治体の財政運営に支障が生ずることのな
いよう措置されています。
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81 36
 中核市になってもメリットはない｡
 だから､反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

82 37  絶対反対です｡中核市になっても意味がない｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

83 38
 反対という以外の意見はありません｡反対です｡
 子どもたちのためにも反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

84 39  中核市移行はデメリットばかりです｡当然､反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

85 40

　中核市移行については、市長は施政方針等で、市民や議会の機運が高まってから手続きを進めるといいなが
ら、機運を高める努力をされることなく、市長の提案から始まっています。市長が中核市になって具体的にどんな
まちにしたいのかをおっしゃることができないのは、吹田市民のことを見た市政運営をされてないからではないで
しょうか。（実際、中核市移行の必要性について、市長と市民の中で議論されていることは聞いたことはない。あ
るなら資料を添付して答えてください。）
　また、当たり前ですが、市長は直接民主制の選挙で選ばれた市民の代表です。中核市移行計画案に至るまで
の経緯等が吹田市自治基本条例に書かれていることを守っておられるとは到底思えません。
　（以下、自治基本条例（市長の責務）より。第12条　市長は、市民自治の基本理念及び市民自治の運営原則に
基づき、公正かつ誠実に職務を遂行しなければなりません。
2　市長は、その地位が選挙によって信託されたものであることを認識し、市民の意向を的確に行政に反映さ
せ、市政の課題に適切に対処しなければなりません）
　また、中核市移行計画案を拝読しても、市長の想いの部分である中核市移行に対するビジョンが抽象的であ
り、また、吹田市自治基本条例等において市民参画を保障されているパブリックコメントを中核市移行の方向性
が決まってからおこなっている状態であることを市長自身、公の場で認められているようですが、それは、条例違
反ではないでしょうか。
　また、計画案を見ても、負担が増えて行うほどのメリットがあるとは考え難い。吹田市においても今般の地震で
被災された方は多く、災害対応第一とする中、こんな危険な橋を渡る必要はあるのでしょうか。すぐに撤回して、
市民とともに条例に沿った手続きのもとやり直しが必要ではないでしょうか。一旦、撤回してください。

　中核市移行のビジョンとしては、「4 中核市移行
により目指す姿」で記載し、そのための施策を「5
中核市移行による主な事務の概要とその効果」で
記載しています。
　計画（案）に係るパブリックコメントについては、
「吹田市民の意見の提出に関する条例」に基づ
き、適正に実施しています。
　中核市への移行は、地方分権推進の基本理念
に沿った取組であり、自治権限を強化することで、
市民の暮らしをしっかりと支える施策を着実に進
め、誰もが安心して健やかで快適に暮らし続けら
れるまちを目指すためにも、必要な取組であると
考えています。

86 41

 大阪北部地震対応ご苦労様です｡
 さて､｢吹田市中核市移行｣に関しての意見を述べます｡
 市の進め方は､まだ正式に決定していないのに､移行の為に3000万円もの予算を立てている事｡そして大阪府
に職員を派遣している事｡また市には､パブリックコメント条例があるにも関わらず､市民の意見を聞くのも後おい
である事｡等々､問題がある｡

　施策を決定するに当たっては、調査や市民周知
が必要となり、そのための予算を組むことになりま
す。
　大阪府への市職員の派遣は、中核市移行が決
定した際に円滑に移行できるよう、研修に時間を
要する業務について、派遣を行っているもので
す。
　計画（案）に係るパブリックコメントについては、
計画（案）の策定後、吹田市民の意見の提出に関
する条例に基づき、適正に実施しており、意見の
提出期間も条例上は、30日以上と定めているとこ
ろ、今回は、50日間を確保しています。

87 41  費用対効果を考えた場合､年間9億円もの借金をしてまでのメリットがあるとは考えられない｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。
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88 41

  ｢借金が市民の負担にならない｡とか税金や公共料金の値上げにならない｣｢と説明を受けたが､果たして本当
なのか?未来永劫､孫の世代まで保障されるのか疑問がある｡
 以上の事から｢中核市移行｣に反対します｡
 私の意見を述べ､今後十分に検討されて｢中核市移行｣は直ちに中止される事を要望します｡

　中核市移行により、約11.6億円の歳出増加を見
込んでいますが、これに対しては、国からの普通
交付税や臨時財政対策債の発行等で対応するこ
とを想定しています。臨時財政対策債は、その元
利償還金相当額の全額が後年度の普通交付税
の基準財政需要額に算入されます。
　将来的な制度変更は見通せませんが、現在の
制度では、中核市移行によって、税金や公共料金
が上がることはありません。

89 42

　中核市移行意見交換会で、市長は、6月18日の地震に対する吹田市の対応の遅さやまずさを「中核市との差」
と市民に説明されました。
　中核市であれば他の中核市なみのもっと素早い対応ができたから吹田市を中核市にといわんばかりの言いっ
ぷりでした。
このような旨のことをいう後藤市長のいうことなど信じることなどはできません。
　事実、災害対応において、市長は、「中核市と差がこれからもっと出てくる」と発言されましたが、何について差
がでるのかについて、一切の説明はありませんでした。
　中核市移行の説明もいい加減すぎます。
　中核市移行は絶対に絶対に絶対に反対です。

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。
　なお、中核市間では、災害時相互応援協定を締
結しており、大規模災害発生時には、全国の中核
市から、被災市に対し、支援物資の提供や、職員
の派遣を行うなど、大きな効果を発揮しています。

90 43

 吹田市は､吹田市が中核市になる具体的なメリットを説明できませんでした｡
 ｢デメリットはない｣と市長は明言しましたが､市の職員は､｢デメリットはある｣と言いました｡職員が正しいでしょう｡
 また､中核市移行をやりたがっているのは､市長だけと､多くの職員や議員さんから聞きました｡
 中核市移行は絶対反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

91 44

 吹田市では中核市移行にすでに数千万使っていると聞きました｡
 市は､中核市移行に反対意見しかなくても中核市移行をすると言ってました｡
 こんなに市民をなめきった市政はありません｡
 こんなに市民をなめきった市長はほかにはいません｡
 中核市移行を市民は望んでいません｡反対です｡

　施策を決定するに当たっては、調査や市民周知
が必要となり、そのための予算を組むことになりま
す。
　大阪府への市職員の派遣は、中核市移行が決
定した際に円滑に移行できるよう、研修に時間を
要する業務について、派遣を行っているもので
す。
　なお、「中核市移行に反対意見しかなくても中核
市移行をする」という発言は確認できておりませ
ん。

92 45

 市長が自分の(まったく手柄ではありませんが)手柄にし､平成31年度の市長選で言いたいがための中核市移行
としか思われません｡
 実際､中核市にメリットはありません｡市の仕事が増え､人件費と借金が増えるだけです｡
 高槻市や茨木市の職員もそう言っておられました｡
 だから､中核市移行は絶対に反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

93 46
 反対です｡
 代替案は中核市移行取りやめです｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

94 47  中核市移行は反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

95 48  中核市移行のために､莫大な額の税金をつかうのは反対です｡中核市移行は反対です｡

　中核市移行により、約11.6億円の歳出増加を見
込んでいますが、これに対しては、国からの普通
交付税や臨時財政対策債の発行等で対応するこ
とを想定しています。また、臨時財政対策債につ
いては、その元利償還金相当額の全額が、後年
度の普通交付税の基準財政需要額に算入され、
地方自治体の財政運営に支障が生ずることのな
いよう措置されています。

(　12　)
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96 49  吹田市は､具体的なメリットをひとつも言えていません｡反対｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

97 50  市長のための中核市移行は､市の職員がかわいそうです｡反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

98 51  反対です｡理由は､デメリットばかりだからです｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

99 52

  ｢吹田市中核市移行基本計画(案)｣に示されスケジュールは､さも､平成30年5月からスタートしたかのように記
載されていますが､事実とはいえません｡市民の意見を聞くことなく､全部､勝手に､市が中核市移行を決めていま
す｡
 話になりません｡反対です｡

　中核市移行に向けたこれまでの市の取組経過
については、計画（案）の「参考資料」に、また、平
成30年5月以降の予定を計画（案）の「15 今後の
スケジュール」において、お示ししています。
　市民意見聴取の取組としては、計画（案）につい
てのパブリックコメントや意見交換会等を実施して
います。

100 53
 吹田市は､吹田市が中核市移行した場合のメリットを具体的に説明できないから､説明していません｡中核市移
行は反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

101 54  岸和田市のように中核市移行は取りやめるべきです｡反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

102 55  金がかかり市の借金が増えるだけの中核市移行は反対です｡

　中核市移行により、約11.6億円の歳出増加を見
込んでいますが、これに対しては、国からの普通
交付税や臨時財政対策債の発行等で対応するこ
とを想定しています。また、臨時財政対策債につ
いては、その元利償還金相当額の全額が、後年
度の普通交付税の基準財政需要額に算入され、
地方自治体の財政運営に支障が生ずることのな
いよう措置されています。

103 56
 後藤市長､ふざけないでください｡意見交換会で間違ったことを説明しないでください｡あなたの選挙のためのア
ピール材料として中核市を進めないでください｡市政はあなたのものではありません｡絶対に中核市移行は反対
です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。
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104 57  反対!これ以上言う必要はありません｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。

105 58

 中核市移行の意見交換会に行きました｡｢意見を付せん(みたいなもの)に書け｡でも､意見はとりまとめもしない
し､公表もしない｣という失礼千万なものでした｡
 市民の意見自体を尊重する気がない後藤市政だと分かりました｡
 パブコメで意見を出しても意味がないでしょうが､出さないと､今の吹田市は､｢反対意見が少なかった｣とか､いけ
しゃあしゃあと言いそうですから出します｡
 中核市移行は反対です｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を本計画
（案）にてお示ししていますが、引き続き、市民の
皆様にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧
な説明に努めてまいります。
　なお、意見交換会につきましては、市民の皆様
に、中核市について理解を深めていただくととも
に、他の参加者の方と情報共有を図っていただく
ことを目的として開催したものであり、その手段と
して、グループワークを実施したものでございま
す。

106 59

　計画策定のプロセス・手続きについて→中核市移行ありきで市民不在になっている
　計画策定に際して、中核市移行により影響を受ける市民や当事者の意見を聴取することは必須と思われる
が、行われていない。このことは次の事実から明らかである。
　2018年6月11日に開催された「中核市移行についての意見交換会」において、市長は、中核市移行に伴う各事
務事業の必要性・効果などを評価するために当事者の意見を十分聴取し中核市移行基本計画(案)を策定した
ので、当事者の意見は十分反映されていること、またその意見は記録され公開できると言明された。そこで、上
記の聴取された意見の記録一切を、情報公開請求したところ7月2日付で公開されたのは次の1件（第9回タウン
ミーティング（地域自治会意見交換会議）議事要旨より）のみ。
　（市民質問）「吹田市は平成32年に中核市を目指しているが、今後の「子育て」「福祉」「地域コミュニティ」に関
する方向性と中核市になった際に市民に対して行政として可能になる業務及び、地域に直接出てくるメリットを
教えていただきたい。」
　（市長回答）「中核市になって1番大きな仕事は保健衛生である。保健所の設置である。ヒアリ、鳥インフルエン
ザ、今は全部大阪府の吹田保健所が所管しており、吹田保健所で得た情報は大阪府にいく。吹田市にはこな
い。ノロウィルスもそうだった。そういう意味でいえば、保健衛生の自治というのは吹田市は非常に弱い一般市で
ある。人口は約38万人でこれから40万人になろうとしており、中核市に移行しましょうではなく、既に中核市であ
るべき存在だと思っている。」
　これは市民の質問に市長が回答したものであり、中核市移行により影響を受ける市民や当事者の意見を聴取
したのではない。
　以上、「当事者の意見を十分聴取し中核市移行基本計画(案)を策定したので、当事者の意見は十分反映され
ている」という市長の言明は根拠のないものと考える。
　従って、2020年4月実施を白紙撤回し、拙速を避け多くの市民の参加の下に慎重に検討することを求める。
＜参考＞
　中核市移行を前に、市民意識調査を実施する自治体が多くあるが、吹田市では同様の調査を実施していな
い。2008年4月の久留米市の中核市移行に合わせ、1年後に市民を対象に行ったアンケート調査によれば、中核
市となり実感した事柄については、特になし：78.9％。きめ細やかな行政サービス：6.5％。市の活性化：5.5％。中
核市になって久留米市は変化したかについては、変わった：9.3％、変わらない：56.8％、わからない：33.8％とい
う結果である。先行市の調査結果から、中核市移行の効果がほぼ無いことが伺える。

中核市移行基本計画については、関係部局との
協議を行うとともに、意見交換会やパブリックコメ
ントを通じて市民意見を聴取し策定したものです。

107 60  吹田市の待機児童対策等のめどはついたのでしょうか｡子どもたちへのメリットが感じられない｡反対!

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

108 60

 大学の先生に聞いても中核市のメリットとしては､職員の意識が非常に大切をいっておられます｡事務ミスなどが
散見される乱雑な吹田市の事務体制がもっと加速されると思うと､危険性が高いと考えます｡まずは､目の前に対
応しないといけない課題に取り組むべき｡今回の強引な進め方は反対です｡
 市民にメリットが感じられないので考え直してほしい｡

　本市の人口は、現在は増加傾向にありますが、
少子高齢化が着実に進んでおり、いずれは人口
減少に転じることが予測されています。また、7年
先には、6.6人に一人が、75歳以上という社会を迎
えようとしています。
　このような状況の中、中核市移行により、自治体
の規模や特性に応じた役割を担い、自治権限を
強化することで、市民の暮らしをしっかり支える施
策を着実に進めていく必要があると考えていま
す。

109 61

 絶対反対
 たつた2回の説明で､しかも一方的で質問を受けつけない説明会なんてありえない｡
 南千里の会合の時､市の職員が質問を遮りました｡
 また進行役の関西大学の教授は｢市｣が用意した御用教授でしかありません｡
 ワークショップ形式の時､無駄使いを指摘してもしどろもどろで､回答は得られていません｡
 9億もの費用+人件費､事務費など､とんでもない費用がかかる｡

　中核市移行により、約11.6億円の歳出増加を見
込んでいますが、これに対しては、国からの普通
交付税や臨時財政対策債の発行等で対応するこ
とを想定しています。臨時財政対策債は、その元
利償還金相当額の全額が、後年度の普通交付税
の基準財政需要額に算入され、地方自治体の財
政運営に支障が生ずることのないよう措置されて
います。
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110 61

　まさに無駄使いそのもので、インフラ整備など、充実すべきところがいくらでもある。
　こんな時、今回の地震があり、被災者支援がおろそかになる。
　ブルーシートの所がまだまだ沢山あるし、ブロック塀を緑化するなど、全く手付かずの状態！
　メイシアターの補修は市長の独断で、アリバイづくりで天井の補修は無視していた。
　こんな市長の元での提案なんて、とても出来ない。
　岸和田市は、先月末にに無駄使いという事で、
　中核都市に移行する案件は議会、市民の反対で否決されました。
　これを見ても、無駄と言う事が岸和田市て照明されました。
　これを吹田市は説明していますか？

　本市の人口は、現在は増加傾向にありますが、
少子高齢化が着実に進んでおり、いずれは人口
減少に転じることが予測されています。また、7年
先には、6.6人に一人が、75歳以上という社会を迎
えようとしています。
　このような状況の中、中核市移行により、自治体
の規模や特性に応じた役割を担い、自治権限を
強化することで、市民の暮らしをしっかり支える施
策を着実に進めていく必要があると考えていま
す。

111 62

 中核市移行は必要ないと思います｡
 私は､もと教員ですが､研修すべて吹田市で行う必要があるでしょうか｡
 吹田市と大阪府で役割分担をすればいいのではないでしょうか｡
 研修施設の建設に2年かかるとききます｡費用もかかります｡
 府の研修は予算も十分あるせいか､とても充実しています｡
 中核市移行に反対します｡

　学校からのニーズを汲み取り、本市の実態に応
じた市独自のきめ細かな研修や地域の特性を生
かした研修を実施していくことで、教職員の資質
の向上や確かな学力・地域に愛着と誇りを持つ子
どもの育成につながると考えています。

112 63
 他にすることがある｡
 下水道､水道､橋の老朽化等のホシュウが最優先てすよ｡
 利己主義の市長は､言うだけ番長のため絶対反対｡

　本市の人口は、現在は増加傾向にありますが、
少子高齢化が着実に進んでおり、いずれは人口
減少に転じることが予測されています。また、7年
先には、6.6人に一人が、75歳以上という社会を迎
えようとしています。
　このような状況の中、中核市移行により、自治体
の規模や特性に応じた役割を担い、自治権限を
強化することで、市民の暮らしをしっかり支える施
策を着実に進めていく必要があると考えていま
す。

113 64

 ｢中核市になることに反対｣市民より
 理由
 今後人に選ばれて生き残れる市になるために､優先される市の政策とは思えない
 累積債務が最大104億円となり､今後必要となる重要政策予算の妨げになる

　本市の人口は、現在は増加傾向にありますが、
少子高齢化が着実に進んでおり、いずれは人口
減少に転じることが予測されています。また、7年
先には、6.6人に一人が、75歳以上という社会を迎
えようとしています。
　このような状況の中、中核市移行により、自治体
の規模や特性に応じた役割を担い、自治権限を
強化することで、市民の暮らしをしっかり支える施
策を着実に進めていく必要があると考えていま
す。

114 64

 魅力的な市になる為の戦略的政策を立案･実行して､市の価値を高めることを優先すべきである
 ｢住みたい街｣すなわち｢住居･職場･保育&教育･レクリエーション･生き甲斐のコストパフォーマンスが高い街創
り｣
 その為には
 ●徳と知恵が有り市民の役に立つ産業･政治･学･行政の各人材を育成する教育
 ●今後必要がある産業の誘致(吹田市に既存の大学が惹きつけれる)→雇用･税収
 ●産業･政治･学･行政の各人材交流 = 先進国シンガポールで実践済み
 医療は守りの側面が大きい産業なので､攻めの産業が必要

　本市の人口は、現在は増加傾向にありますが、
少子高齢化が着実に進んでおり、いずれは人口
減少に転じることが予測されています。また、7年
先には、6.6人に一人が、75歳以上という社会を迎
えようとしています。
　このような状況の中、中核市移行により、自治体
の規模や特性に応じた役割を担い、自治権限を
強化することで、市民の暮らしをしっかり支える施
策を着実に進めていく必要があると考えていま
す。

115 64
 費用対効果が低すぎる
 本件に関する累積債務が最大104億円
 それに対する効果が､パンフレットに記された｢各種事務手続き｣の効率化等では､粗末すぎる

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

116 64
 まず､現在優先順位が低い現行政策の予算を削減して自前のお金でやるべき
 バブル期は昔の話､現在の夕張市の方が前向きの思考ではないか?

　臨時財政対策債については、その元利償還金
相当額の全額が、後年度の普通交付税の基準財
政需要額に算入され、地方自治体の財政運営に
支障が生ずることのないよう措置されています。
　中核市移行に関わらず、現行の施策について、
優先順位の検証を行い、必要な見直しを行うこと
は重要であり、今後とも取組を進めてまいります。

117 65  費用に対する効果は不透明なのは当然だと思うが､借金をむしろ次世代におしつけることになるのではないか｡

　臨時財政対策債については、その元利償還金
相当額の全額が、後年度の普通交付税の基準財
政需要額に算入され、地方自治体の財政運営に
支障が生ずることのないよう措置されています。
　しかしながら、資産の形成に寄与しない地方債
であり、また、市の収入状況によっては、必ずしも
措置された額の交付を受けるとは限らないことか
ら、新たに移譲を受ける事務の実施に当たって
は、既存事務との整理、統合を図りながら、効果
的、効率的に実施し、その発行はできる限り抑制
してまいります。

118 65
 行政の一本化は迅速さをめざしたり事務権限は自治権限につながるという考え方も理解するが一本化すること
で権限が集中することになり､だれの為の自治権限なのか行政側の御都合主義になると思われる｡

　中核市制度をはじめ、地方分権の取組は、住民
に最も身近な基礎自治体が身近な行政を担うこと
で、市民ニーズや地域特性を踏まえた、きめ細か
なまちづくりの推進を目指した取り組みであると考
えています。
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119 65
 市の姿勢が｢重度障がい者通所型障がい福祉サービス事業補助金の削除｣など今まで保障されていた補助金
を打ち切る方向にある中で､手続きが迅速になる､自治権限の強化になると言っても､本当に市民サービスの向
上になるような中身を持っているのかが見えてこない｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

120 66

 中核市移行計画案･概要版を読ませていただきました｡
 この移行するための計画案には一番大事な市民への理解を求めるための説明会であったり広報手段であった
りのことが書かれていません｡
 こういったこともできないようであれば､これからの中核市の姿も見えないし､また計画案の中身にも市民メリット
を感じない伝わらないわからないので､計画案を再検討の上市民への理解を図ってください｡

　市民の皆様への周知を図るため、計画（案）の
概要版の全戸配布、意見交換会、出前講座等を
実施しています。
　今後とも、様々な機会を捉え、市民の皆様へ、
中核市移行の必要性や効果等について、ご理解
いただけるよう努めてまいります。

121 67

　全国55番目の中核市（移行）に向け吹田市を格上げにしようとすすめられていることは素晴らしいことである
が、中核市にして吹田市では何がしたいのか？なぜ中核市を目指すのか？どこにも書かれていないのではない
ですか？
　事務権限を強化し、できる限り住民の身近なところで行政を行うことができるようにした場合、これまでと対応が
どのように迅速に変わるのか？具体的に目指すもの、姿・魅力・処理能力が出ていないので何のことか全然理
解できない。伝わってこない。たらいまわしはなくなるの？
　こんなままで移行されてしまうのは不安なので反対します。

　計画（案）の「4 中核市移行により目指す姿」の
中で、中核市移行の必要性や目指す姿をお示し
しています。
　また、「5 中核市移行による主な事務の概要とそ
の効果」において、市民サービスの一層の向上に
つながる、具体的な事業や効果等をお示ししてい
ます。
　自治体の規模や特性に応じた役割を担い、自治
権限を強化することで、市民の暮らしをしっかりと
支える施策を着実に進め、誰もが安心して健やか
で快適に暮らし続けられるまちを目指し、取組を
進めてまいりたいと考えています。

122 68
 計画案･概要版拝見しました｡
 まず､最初に私たち市民のメリットは何なのですか?

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。

123 68
 行政方はこれを見て納得できるのでしょうが､少なくとも一人の市民の私には伝わらない｡
 吹田市として中核市になった場合､財政難になったりしないか?福祉予算切り捨てや見直しなどですり替えていく
ことはないでしょうね?!

　中核市移行により、約11.6億円の歳出増加を見
込んでいますが、これに対しては、国からの普通
交付税や臨時財政対策債の発行等で対応するこ
とを想定しています。臨時財政対策債は、その元
利償還金相当額の全額が、後年度の普通交付税
の基準財政需要額に算入され、地方自治体の財
政運営に支障が生ずることのないよう措置されて
います。

124 68
 現在のままでは業務出来ないのでしょうか?現行制度の活用努力をされたうえでのことであるんでしょうから､計
画にはそういった経緯を盛り込むべきである｡
 このような移行計画では内容が伝わらないので反対します｡

  中核市への移行は、住民にとって身近な行政
サービスを、現場に近いところできめ細かく展開す
るという地方分権推進の基本理念に沿った取組
です。市民に最も身近な基礎自治体として、でき
る限りの施策を担い、サービスを向上していくこと
を目的としています。
　例えば、母子保健の業務のように、府と市がそ
れぞれ行っている業務を市に一元化することで、
利便性の向上や相談体制の充実・強化を図りま
す。

125 69

　中核市移行計画案・概要版を読ませていただきました。
　これにはルビ版や音声版・点字版など意見募集がされたときから用意されていただけていましたか？
　中核市になれば多くの業務の権限移譲がされます。
　中核市移行にはすべての市民が見る読む聞く調べるというぐらい濃く広報や説明するしてもらわなければ、何
も伝わってきません。
　ホームページからも意見募集からは注意事項の中の　5．障がいのある方で、上記による意見提出が困難な場
合は、個別にお問い合わせください。とありますが提出の前段階であるここまでたどり着けない、読めない見れ
ない等の問題が解決されていません。
　移行を進めているのであればせめてこのページだけでもそういった配慮をするとか見えてくるものがなければ
何のメリットも感じられません。

　中核市移行計画の概要版につきましては、ルビ
版を作成いたしました。今後も、できる限り配慮し
た形での広報を行っていきます。

126 69

 中核市になったら我々障害者の暮らしはよくなるのか?
 安心安全のため中核市になるとまちはすぐに整備されるのか?
 吹田市の財政状況は?
 移行計画は内容が伝わらないので反対します｡

　住民に最も身近な基礎自治体である本市が、中
核市へ移行し、保健衛生の部門から、民生、環
境、都市計画・建設、文教の各分野にわたり、身
近な行政サービスの権限移譲を受けることで、現
場に近いところで、効果的・効率的に行政サービ
スを提供していくことが可能となります。
　中核市移行の必要性や本市の目指す姿、移譲
される主な事務の概要とその効果等を計画（案）
にお示ししておりますが、引き続き、市民の皆様
にご理解いただけるよう、わかりやすく丁寧な説
明に努めてまいります。
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